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１．近年の保税非違の傾向

①保税地域別の件数

保税非違発生件数

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 R3年度

指定保税地域 ７ １３ ５ ９ １０

保税蔵置場 ４７ ４５ ５１ ４６ ６４

保税工場 ７ ５ ２ ４ ４

保税展示場 ０ ０ ０ ０ ０

総合保税地域 ０ １ ２ ０ １

計 ６１ ６４ ６０ ５９ ７９

保税地域別の件数（全国・平成29～令和３年度） ※通報日ベース

処分実施件数

H29年度 H30年度 H31年度 R2年度 R3年度

指定保税地域 ０ １ ０ ０ ０

保税蔵置場 ０ ３ １ １ １０

保税工場 ０ ０ ０ ０ ０

保税展示場 ０ ０ ０ ０ ０

総合保税地域 ０ ０ ０ ０ ０

計 ０ ４ １ １ １０

2
増加！ 増加！



計323件のうち245件
約75％が記帳義務違反！

非違態様別の件数（全国・平成29～令和３年度）

１．近年の保税非違の傾向

②保税非違の態様
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１．近年の保税非違の傾向

令和5年1月1日

③全国と大阪の比較

〇大阪税関の管轄は大阪府、京都府、和歌山県、
奈良県、滋賀県、福井県、石川県及び富山県の
８府県に及ぶ

〇大阪税関管内の令和５年１月１日の保税地域
種別ごとの数は下記表のとおりである
※該当日には保税展示場、総合保税地域は無い

指定保税地域 保税蔵置場 併設蔵置場 保税工場 合計

１５ ５９４ １０ ３２ ６５１

【参考】大阪税関管内の保税地域の状況
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令和３年７月～令和４年６月までの全国及び大阪税関管内の保税非違件数と内訳

（※通報日ベース）

１．近年の保税非違の傾向 ③全国と大阪の比較
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合計件数

非違の態様

記帳義務違反
無許可

未承認行為
許可要件違反

無届行為
保税地域外

蔵置

全国
（うち搬入停止処分）

５６
（０）

３７
（０）

１４
（０）

２
（０）

３
（０）

うち大阪
（うち搬入
停止処分）

１３
（０）

６
（０）

７
（０）

０
（０）

０
（０）

〇大阪の保税非違は計１３件となる（全国に占める割合は２３％）
〇搬入停止処分は全国でも０件

（※通報日ベース）

計１４件のうち７件と半数を占める



１．近年の保税非違の傾向 ③全国と大阪の比較
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令和３年７月～令和４年６月までの大阪税関管内における保税非違件数と内訳

保税非違の内約（件数と主な行為）

記帳義務違反 ６
誤搬出による記帳漏れ
その他記帳漏れ・誤記帳

未承認蔵置期間延長 ２ 蔵入承認期間後の延長手続きを失念

無許可見本一時持出 ２ 許可を受けること無く見本貨物を搬出

その他 ３ その他

〇記帳義務違反では誤搬出による記帳漏れが多い。
〇無許可行為・未承認行為・許可要件違反では、

・未承認蔵置期間延長
・無許可見本一時持出

が多い。

無許可行為・未承認行為
→全国の１４件に対し、
大阪で７件（５０％）



①NACCS管理資料の保存漏れによる
保税台帳未作成

②誤搬出による記帳漏れ
③見本一時持出に関する記帳漏れ
④無届収容能力増減・無届工事
⑤保税地域外蔵置
⑥未承認蔵入

２．保税非違の具体例
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下記６つの事例について、その原因・対策を説明

自社の実情に合わせた対策を講じることが重要！

記帳義務違反以外

記帳義務違反



①NACCS管理資料の保存漏れによる保税台帳未作成

保税地域担当者
取出要求

管理資料情報

バックアップ

保税台帳
未作成

取出要求が必要なこと
を認識していなかった

前任者から申し送りを
受けていなかった

２．保税非違の具体例
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1. 取出要求作業・バックアップ作業の複数人数による
チェック体制の構築

G01 G02 G05 担当者 確認者

取出 ○

バックアップ ○

取出 ○ ○

バックアップ ○ ○

取出

バックアップ

取出

バックアップ

○月○日（月）

○月△日（火）

×月×日（月）

×月◎日（火）

植

田

植

田

舩

井

舩

井

植

田

舩

井

植

田

舩

井

イメージ

取得・保存漏れの対策

２．保税非違の具体例
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①NACCS管理資料の保存漏れによる保税台帳未作成



（参考）管理資料情報の「取出し」「再取出し」期間

※NACCSセンターによる管理資料保存サービス

保税地域
担当者取出要求

管理資料
情報

配信日をふくめて７日間
「取出し」、62日間「再取
出し」可能。

サービス利用開始日か
ら５年間保存（有料）管理資料再出力

依頼（DLH01)業務

取得・保存漏れの対策

２．保税非違の具体例
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①NACCS管理資料の保存漏れによる保税台帳未作成

このサービスを利用したからといって保税台帳の作成が不要となるわけではありません。

（税関の検査等の際に未作成であれば非違に問われることがあります）



20151010

管理資料G02：輸出貨物搬出入データ

管理資料G05：貨物取扱等一覧データ（追記）

２．保税非違の具体例

【参考】電子データの漏れ・誤記帳の確認

20151011

○特に輸出貨物の搬出日、見本持出許可による持出し日には注意！
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20221010

20221011



管理資料G02：輸出貨物搬出入データ（訂正）

20221015

２．保税非違の具体例

税関に連絡済 20221114

税関に連絡済 20220214
担
当
者

①訂正等について管轄税関に連絡したうえで、訂正が必要な箇所を印刷し、朱書き訂正
②訂正年月日、担当者・責任者の押印等の処理を行う
③保税台帳を補完する資料として保管
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20221010

【参考】電子データ訂正方法の一例（管轄税関の指示に従うこと）

責
任
者

20220110

20221010

20221115

責
任
者

20220215

担
当
者

管理資料G05：貨物取扱等一覧データ（追記）



２．保税非違の具体例

②誤搬出による記帳漏れ

貨物Aに
ついて
の輸入
許可書

保税地域

貨物Ａ

貨物Ｂ

輸入未許可貨物Ｂを
誤って搬出
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貨物Bの搬出についての記帳漏れ！

輸出の場合、誤搬出が生じたことによって、輸出貨物の積み残しによ
る誤記帳という非違になる事例も多い



②誤搬出による記帳漏れ 誤搬出の原因とその対策

１．さし札や区分蔵置等の貨物管理に問題があった。

さし札の貼り間違いがないよう、さし札添付
の際の対査を徹底すること！

（特に似たような外装・品名の貨物は注意）

さし札に許可済みである旨の表示を行うこ
と！

似たような外装や荷姿の貨物は近くの場所
にできるだけ蔵置しないようにすること！

H

H

H

H

B

２．保税非違の具体例

H

H

H

H

A

輸出許可済
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②誤搬出による記帳漏れ 誤搬出の原因とその対策

２．書類と貨物の対査作業にミスがあった。

許
可

対査する書類をきちんと整理・保管するこ
と！

２．保税非違の具体例

搬出の根拠となる許可書・承認書等そのも
のとの対査を行うこと！
（社内伝票や荷主からのオーダーとの対査のみではダメ）
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2345

似たような数字・記号のある貨物は複数人
数による読み上げを行うこと！



２．保税非違の具体例

③見本一時持出に関する記帳漏れ

関税法施行令第29条の２第１項第６号

関税法第32条（見本の一時持ち出し）の許可を受けて貨物を見本とし
て一時持ち出した場合

貨物の記号・番号・品名・数量、持出許可期間・持出先・持出年月日を
保税台帳の記帳しなければならない。

保税
台帳

NACCS

NACCS配信民間管理資料を保
税台帳としている場合

見本持出搬出
の記帳

見本持出確認登録
【海上】 MHO業務
【航空】 MMO業務
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２．保税非違の具体例

③見本一時持出に関する記帳漏れ 見本一時持出に関する記帳漏れの対策

１．見本持出許可書への持出日の記載

搬出日：20221015 担
当
者

見本持出許可通知情報 貨物情報照会（ICG：CON）

貨物情報照会（ICG：TTL）

①見本持出許可通知情報に搬出日を記入し、確認印を押印して保管管理する。
②NACCSの貨物情報照会業務による見本搬出の登録を確認する。

確認確認
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３．保税非違の具体例

③見本一時持出に関する記帳漏れ 見本一時持出に関する記帳漏れの対策

２．保税台帳（管理資料）の確認

NACCS

○見本持出許可書・見本持出許可情報の確認

○見本持出確認登録業務により配信される処理結果通知情報の確認

【海上】出力コード：*SMHO（MHO業務により配信）

【航空】出力コード：*AMMO（MMO業務により配信）

○貨物照会業務での確認

【海上】 ICG業務

【航空】 IAW業務

18

持出日の記帳が無い
見本貨物は無いか？



２．保税非違の具体例

④無届収容能力増減・無届工事

関税法第44条

保税蔵置場

税 関

②改築・移転・その他の
工事

①貨物の収容能力（面積）の増減

（いわゆる増坪・減坪）

貨物収容
能力増減
等の届
（C-
3160）

保税蔵置場

↓
保税蔵置場

国内貨物用倉庫

増減坪や工事といった行為は、既に受けた許可
内容を変更するもの。

⇒無秩序に放任すると税関取締や許可要件に

影響する。

⇒許可手数料に影響する。
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２．保税非違の具体例

届忘れの原因

１．他社への賃貸について減坪にあたるという認識がなかった。

保税蔵置場Ａ

許可場
所の一
部

賃貸

Ｂ

Ｂが貨物管理
を行う

Ａが許可を受けている保税蔵置場における保税
業務をＢに委託する場合は、Ａが保税業務に実
質的に関与し、その責任を全うできる体制にな
ければならない。

• 蔵置する貨物の受寄託契約は保税蔵置場被許可者であ
るＡによって締結されている。

• ＣＰにおける総合責任者や貨物管理責任者等がＡの従
業員である。

• 保税地域に関してＡが行うこととされている税関手続が、
Ａの名により行われる。

貨物管理等をＢに丸投げするよ
うな賃貸は、減坪して許可場所

から外す必要あり

いわゆる「坪貸し」

20

④無届収容能力増減・無届工事



増坪・減坪

許可手数料

２．保税非違の具体例

届忘れの原因

２．届出の必要性を認識していなかった。

保税蔵置場

許可要件

許可手数料に影響のない増減坪を
伴わない工事については、届出の
必要性が認識されにくい。

例）・事務所の設置

・フェンスの設置や撤去

・設備工事

いずれも許可要件や貨物管理への影響が考えられる

• 単なる補修工事、あるいは現状の変更が軽微であ
り、かつ、面積に変更がないような工事は届は不要
ではあるが、勝手なご判断は危険なので、まずは税
関にご相談ください。
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④無届収容能力増減・無届工事



２．保税非違の具体例

⑤保税地域外蔵置

保税蔵置場Ａ

許可場所

関税法第30条第１項

外国貨物は保税地域以外の場
所に置くことができない。

【例外】

・難破貨物

・他所蔵置許可貨物

・特定郵便物 等

許可場所
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２．保税非違の具体例

⑤保税地域外蔵置 保税地域外蔵置の原因

１．自社の許可取得場所を把握していなかった。

保税蔵置場

Ａ Ｂ Ｃ

以前はＢ室も許可を受けた
場所だったのに・・・

許可取得場所が明確にわかるよ
う表示すること！

例） ・看板の設置

・壁面や柱に図面を掲示

・床へのペイントによる表示

ミーティング等を通じて許可場所
の周知を徹底すること！

特に減坪
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２．保税非違の具体例

⑤保税地域外蔵置 保税地域外蔵置の原因

２．許可取得場所ではない場所に仮置きしたまま放置していた。

保税蔵置場Ａ

仮置きすること自体は問
題ないが、当該作業が終
了したら許可取得場所に
必ず移すこと！

荷捌きの都合で、一時的に貨物
はここに置いておこうっと・・・
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２．保税非違の具体例

⑤保税地域外蔵置 保税地域外蔵置の原因

３．輸入未許可貨物を許可済み貨物と誤認した。

保税蔵置場 国内貨物用倉庫

貨物Ｂ

Ａ棟 Ｂ棟

（貨物ＢをＡだと思い込み）

輸入許可になったから、Ｂ棟に移そう！

貨物Aに
ついて
の輸入
許可書

さし札に許可済みである
旨の表示を行う等許可済
み貨物と未許可貨物の区
分を明確にすること！
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２．保税非違の具体例

⑥未承認蔵入

3ヶ月間 2年間

蔵入承認
（IS承認）

承認不要 要蔵入承認（IS承認）
期間延長可

（特別な事由があると認めるとき）
【搬入】

関税法第43条の３

保税蔵置場に搬入してから3ヶ月を超えるまでに蔵入承認を受けな
ければならない

保税蔵置場

26



２．保税非違の具体例

⑥未承認蔵入 未承認蔵入の対策

１．在庫状況の日常的な確認

保税台帳

NACCS 【海上】IWS業務、【航空】IWI業務による搬入年月日の確認

【海上】G10長期蔵置貨物情報（民間用）月報（毎月2日）
【航空】T15長期蔵置貨物データ（民間用）月報（毎月1日）

できるだけ頻繁に在庫状況の確認を行うこと！

貨物在庫状況照会業務による確認

管理資料による確認

搬入日が古い貨物については、蔵置期間が長くなっている
原因や今後の対応について調査すること！
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２．保税非違の具体例

⑥未承認蔵入

２．荷主とのこまめな連絡と早期の税関への相談

荷 主

通関手続の見込みは？

通関手続がすぐにできない理由は？

蔵入承認を受けるのは荷主（に代行する通関業者）ではあるが、
貨物管理者には適正な手続遂行をしょうようする義務がある！

⇒何ら手続なく３か月が経過してしまうことがないよう、荷主とこまめに連絡を取り、対処
が難しいと思われる場合は早めに税関にご相談ください。

未承認蔵入の対策

保税蔵置場

28



速やかな修正・改善

記帳ミス等の
早期発見

内部監査により、業務処理ミスを発見し、修正等を行う
・記帳内容の確認（記帳漏れ・誤記帳）
・蔵置場外への蔵置の確認
・社内研修の実施状況の確認

○確認された事項は、直ちに修正・改善を行う。
・記帳漏れ、誤記帳は、直ちに修正
（NACCS管理資料の保税台帳は、管轄税関に連絡し、必要な措置を行う。）

・蔵置場外への蔵置は、直ちに移動
・社内研修の未実施は、直ちに実施

３．非違の未然防止

処分の免除・軽減

自主的な申し出

迅速な再発防止策構築

①非違の早期発見及び速やかな修正・改善

もし税関に連絡をすることで、そ
のミスが非違になったとしても

29



３．非違の未然防止

30

基本動作の徹底 が非違を未然に防ぎます。
今一度、法令や基本通達、CP（手順書）を順守し
ているか確認しましょう！

②従業員の意識及び能力の維持・向上

〇周知事項の徹底
⇒法令や制度改正、税関からの指導事項等の周知徹底

非違や業務ミス等を他の関係部署へも共有

〇社内研修等への積極的な参加
⇒法令、CPに基づく手続きの再確認

委託先企業の従業員も研修の受講対象
（業務手順や法令等の知識を共有）



メール送付時における
税関（保税部門）からのお願い

保税部門では、インターネットメールを受信する際には共用
のインターネットPCを使用しております。

していただけると、担当者がすぐに対応でき、助かります。

税関からのお願い

メール送付時に税関担当者に電話で連絡



保税制度は、輸入許可を受ける前の貨物（外国貨物）について、
「保税地域」とよばれる税関の許可を受けた倉庫や工場、博物館等で、
保管、加工、展示等を可能とする制度です。
保税地域の許可を受け、保税制度を活用することで、関税等の税金

を留保したまま、これらの行為ができるようになるため、商取引上大
きなメリットが得られます！

海外

関税等を留保したまま、
保管、加工、展示等が

可能

国内

海外

保税地域

関税等を納付し国内へ引き取り（輸入）

関税等を納付せず、再度海外へ輸送

輸入許可前の貨物
（外国貨物）

保税制度とは

「保税制度」を活用してみませんか？

保税地域の種類と機能

外国貨物の積卸・保管等が可能
(例：倉庫、上屋)

外国貨物の加工・製造等が可能
(例：造船所、製油所)

外国貨物の展示・使用等が可能
(例：博覧会、博物館)

※上記の他、外国貨物の一時蔵置等が可能な「指定保税地域」や、保税蔵置場・保税工場・保税展示場の
総合的機能を有する「総合保税地域」がある。

保税蔵置場 保税工場 保税展示場

関税局・税関

出典：香川県HP



• 保税制度の詳細や保税地域の許可の概要については、
税関ホームページをご覧下さい。
https://www.customs.go.jp/hozei/index.htm

• 詳しくは、お近くの税関までお問い合わせ下さい。

国際的なオークション・アートフェア等の開催例１

保税展示場でのアートフェア
（東京国際フォーラム）

保税制度の様々な活用方法

他にもこんな活用方法が考えられます！
 保税展示場でのファッションショーの開催
 保税蔵置場での海外のプレミア品の鑑定
 保税工場で海外からの中古製品を修理し、海外向けに販売
 自治体等によるポートセールスへの活用

• 海外からの美術品について、再度海外に輸送
する場合は関税等の納付が不要であるメリット
を活かし、オークション・アートフェア等を開催。

• 美術品以外にも、様々な物品・イベントでの活
用が可能！

インバウンド等に対応した保税売店（免税店）の設置例２

空港型免税店
（那覇空港）

• 空港の出国エリアや外航クルーズターミナル等に
おいて、出国者向けに物品を販売する保税売
店（免税店）を設置。

• 市中における店舗の設置や、入国者向けの店
舗の設置も可能！

内陸部における物流拠点（インランド・デポ）の設置例３

• 製造拠点近傍での外国貨物の取扱いや手続
の実施によるリードタイムの短縮を図るため、内
陸部における物流拠点（インランド・デポ）を
設置。

• 内陸部で製造・生産された貨物の輸出をはじめ、
様々な事業者のニーズに対応！

内陸部の保税蔵置場
（長野県内）


	保税事務研修資料�（保税非違について）
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	スライド番号 21
	スライド番号 22
	スライド番号 23
	スライド番号 24
	スライド番号 25
	スライド番号 26
	スライド番号 27
	スライド番号 28
	スライド番号 29
	スライド番号 30
	スライド番号 31
	　　メール送付時における�税関（保税部門）からのお願い

